平成23年度　第３回柏市公共下水道事業審議会会議録

１　開催日時

　　　　平成23年8月31日（水）　午後2時00分から

２　開催場所

　　　　柏市役所本庁舎５階　第５・６委員会室

３　出席者

　　　　（委員）

　　　　落合会長、森副会長，伊藤委員、石川委員、大室委員、沢田委員、戸田委員

富田委員、豊田委員、古市委員、古川委員、諸岡委員、結城委員

　　　　

　　　　（事務局）

　　　　山田土木部長、石井土木部次長(兼)下水道整備課長

下水道整備課　市原副参事、高橋主幹、池田副主幹、田中副主幹、西牟田主事、谷本主事補

下水道維持管理課　須藤課長、染谷副参事、加藤主幹

（傍聴者）

　　　　1名

４　議題

· 受益者負担金の設定について

· 使用料について

· その他

５　議事

　　　市長代理としての土木部長による挨拶の後、当審議会の諮問が会長に手渡された。その後，今回審議会における議題とその内容について事務局側から説明が行われた。主な説明内容は次の通りである。

· 包括外部監査の結果について

· 沼南中央地区における受益者負担金の設定について

· 下水道使用料について

６　質疑・応答

【包括外部監査について】

　●放射性物質の影響について
会　長　　千葉県は、放射性物質の影響に伴う汚泥処理費用の増加分（８億円）について、流域下水道に接続する構成都市7市に対し負担を求めていく方針である。これについて、柏市は３つの要請事項を県へ提示済みであるという事だが、このような県に対する働きかけは構成市全体で足並みを揃えて行われているのか。

事務局　　構成都市７市で要請を行ったかどうかについては不明であるが、各市の要請内容はほぼ同じものとなっている。

●流域下水道負担金について

委　員　　包括外部監査において「流域下水道負担金の内容について詳細な資料を入手する必要がある」との意見を受けているが、今回、事務局側が提示した資料程度のものでは、指摘事項に対する回答にはなっていないと思われる。

事務局　　流域下水道負担金について、包括外部監査で指摘されている点は「各年度の流域下水道負担金の算定について」であり、その中でも特に「前年度分の精算の増減額」について明らかにするよう求められている。事務局側としてもまだまだ資料の不足を感じるところであり、必要に応じて適宜資料を提示して頂くという事で県の方とは確認を取ったところである。

【受益者負担金の設定について】

●都市計画税について

委　員　　沼南中央地区の受益者負担金設定の際、都市計画税を考慮しなくていいのか。

事務局　　現時点で都市計画税に対する知見が不足しているため、次回の審議会までには回答できるようにする。

副会長　　都市計画税は市街化区域にしか適用されない。市街化区域に編入されて始めて都市計画税が課税されることになっているため、沼南地区は課税対象外であった。市街化区域と市街化調整区域について事務局側は明確な説明を委員に対して行うべきである。

●昭和62年の答申書を踏襲する事について

委　員　　昭和62年の答申書を踏襲するということであるが、25年前の答申書を参考にする事は現実的であるのか。

委　員　　昭和62年の答申書を踏襲するという事であるが、昭和62年頃というのはバブル期であり、物価が非常に高い時代である。昭和62年当時と現在の経済状況の差を考慮すると、昭和62年の答申書を踏襲する事に対し疑問を抱く。

事務局　　昭和62年の答申書の適用が妥当であるかどうかの議論はあるとは思うが、従

来より昭和62年の答申書の考え方を踏襲してきたという経緯に基づき、今回も同様の方法を採った次第である。

委　員　　昭和62年の答申書の考え方を踏襲する事についての審議は昭和62年以降行われているのか。

事務局　　前回、沼南第８負担区の負担金単価(530円／m2)を設定する際（平成18年度）においても昭和62年の答申書を踏襲している。このことから、答申書の中身そのものについては審議されていないが、同答申書を用いる事については審議会で容認されたものと解釈できる。事務局側は、今回も同様に昭和62年の答申書を踏襲するという方針を示しているが、それに対する是非について委員の皆さん方の意見を頂きたい。

・受益者負担金対象賦課額について

委　員　　受益者負担金の対象賦課額は事業費の1/3ないし1/5程度にするとの指針が示されているが、柏市が事業費の1/4を採用している理由は何か。

事務局　　従来から、旧柏市については全て1/4という考え方で負担金を設定してきたという背景があり、今回もそれに倣った次第である。現段階で、1/3や1/5といった考え方を導入する予定はない。

副会長　　受益者負担金に関する対象賦課額については、合併時の協議会においてよく議論がなされた上で、1/4負担が決定されている。
・負担金単価の決定について

委　員　　計算式に基づいて理論的に計算された負担金単価（653円/m2）を全く無視して、530円/m2を負担金単価とする事は妥当であるのか。

事務局　　昭和62年の答申書の際にも議論を呼んだが、負担金設定単価が各負担区で著しく差が生じるのは好ましくないという考え方が根本的にはある。これを踏まえ、今回は近隣負担区である柏第２、第３、第４負担区及び沼南第８負担区における単価を参考にするのが妥当であると判断し、530円/m2という負担金単価を設定した次第である。
委　員　　受益者負担金という考え方からすれば、特定の者が受益を受けるという事であるので、既負担区あるいは近隣負担区の設定単価が低いという理由で、負担金設定単価を下げてもいいものなのか。

委　員　　財政状況が逼迫している中、負担金単価を653円/m2から530円/m2にする理由が理解できない。整備単価が2,000万円/haであるという事だが、昭和62年時の整備単価を現在においても使用して支障はないのか。昭和62年当時から25年も経過している事を考えると、負担金単価653円/m2は許容できる範囲内にあるのではないか。
事務局　　沼南中央地区の負担金単価を530円／m2にしたいというのが事務局側の提案である。留意してほしい点は、沼南中央地区は組合区画整理事業であり、下水道整備は土地区画整理事業者がやることになっている。従って、市が進めている市街化地域とは考え方が異なり、土地区画整理事業者が資金を出して事業を進めるというのが区画整理事業の仕組みである。負担金単価653円/m2を算出した理由としては、１ha当たり2,000万円という整備単価が、これまでの下水道事業実績等を積み上げた数字として下水道事業計画内で概算として示されており、あくまでも参考値として653円/m2という単価をお示ししたという事をご理解頂きたい。

委　員　　負担金単価を653円/m2から530円／m2にすることによって生じる差額分の税負担はどの程度か。

事務局　　差額分を税金で負担するという考え方がもし正ければお示ししても良いが、もし考え方が誤っているのであれば、お示しする事は控えたい。

会　長　　受益者負担金で工事費全て補うという事ではなく、不足する分については補助金や税金などで賄っていくというのが一般的な考え方である。
副会長　　この区画整理事業では市からの補助金がなく出来上がれば年間5億円の税収が見込まれる。これからは大型企業が日本から転出していく状況なので，負担金等の費用を下げていかなければいけない時期にきている。
・受益者負担金に関するその他の質疑事項

委　員　　今回の諮問は沼南中央土地区画整理事業に限定された負担金額の問題と理解されるが、下水道使用料金の見直しは３年ごとに審議会で見直すという事が原則となっているが、受益者負担金の決め方のルールについても同様に定期的な見直しの場があるのか、あるいは必要に応じて審議会で見直しの提言ができるのかどうかについて教えてほしい。
事務局　　受益者負担金は一度設定すると、下水道が整備された際に徴収することになっているため、途中で負担金額の変更あるいは見直しを行うという事はない。

委　員　　沼南中央地区が土地区画整理事業であるという事は、当該負担区における受益者負担金による柏市への収入は全くないと考えていいのか。つまり、当該負担区の負担金単価は、柏市に対して直接的には関係しないという認識でいいのか。

事務局　　当該負担区における受益者負担金による柏市への収入はない。またその設定単価が柏市に何らかの影響を与えるという事もない。

委　員　　区画整理事業者が敷設した管渠を将来延伸する事になった場合、新たに受益者負担金の設定が行われるのか。

事務局　　下水道の受益者負担金については、沼南中央地区の対象面積である35.4ha分の一度だけしか賦課されないため、将来、区画整理区域内において下水管を延伸した場合でも新たに負担金が生じるという事はない。また、仮に転売された場合でもも新たに負担金が生じるという事はない。

委　員　　土地区画整理事業の中で行われる下水道管渠の建設費は、全額土地区画整理事業者が負担するという認識でいいのか。

事務局　　土地区画整理事業であっても市が負担する例もあるが、今回の沼南中央地区については全額土地区画整理事業者が負担する事になる。本区画整理事業の総事業費は約9億円である。それに対して、柏市で年間3千万円程度を今回の区画整理事業費に当てた場合、約30年かかる計算になり、市の予算ベースから判断して到底事業として成立しないものである。本区画整理事業35.4haの下水道管渠整備は100％事業者負担しその費用と当区域の負担金は相殺される。以上の理由により、今回の沼南中央地区については、全額土地区画整理事業者の負担とした。本来、土地区画整理事業とは、区画整理事業者が早急に土地を整備し、企業を誘致等する事で街の活性化を図っていくというものである。

会　長　　事務局の受益者負担金についての説明をまとめると、①沼南第八負担区および北部地区における負担金単価、②昭和62年の答申書を従来から用いてきたという経緯及び③沼南中央地区が土地区画整理事業であるという３つの理由を踏まえ、今回の沼南中央地区における負担金単価を530円/m2として設定するという事で進めていきたい。
【使用料について】

· 　予測と原因の乖離原因について

委　員　　前回予測の際、本来公費負担となるべき雨水処理費用を見込んでいたという事であるが、どの程度の額を見込んでいたのか。また、資本費に対する比率はどの程度か。
事務局　　約３億円程度であり、資本費の約６％に当たる。今後このような試算ミスのないように十分注意する。
· 　減価償却費の考え方の導入について

委　員　　包括外部監査においても指摘されているが、減価償却費の考え方を早急に取り入れるべきでないか。
事務局　　公営企業化へ移行した場合、料金算定の際には減価償却費の考え方を導入する事が原則となる。しかし、公営企業化にまだ移行していない今現在では、資本費は一定の償還期間で返済していくという下水道協会により示されている考え方を取り入れている。つまり、法適用か法非適用かでは使用料算定の考え方が根本的に異なる事を理解して頂きたい。

委　員　　公営企業法を適用するか適用しないかによって、使用者の負担金額は大きく変わってくると思われる。下水道の建設費が１００億円かかったとして設備の耐用年数が５０年とすれば、１年あたりの費用（減価償却費）は２億円。一方、借入期間が３０年とすれば１年あたりの資本費（元本返済額）は３．３億円であり、１．５倍以上の開きがある。柏市では平成２６年の４月から公営企業法を適用するという事であるが、移行時期を予定より早める事はできないのか。また、審議会としてそのような提案はできないのか。
会　長　　公営化の議論については、今回の諮問内容ではないが、付帯事項に関する意見として提案していく事も考えていく。

· 　今後の予測手法について

委　員　　実収入ベースで予測していくという事であるが、未収分は税金で負担すべきであり、使用者が負担するという考え方は理解しがたい。従って、予測は調定額ベースで行うべきであると考える。

事務局　　実収入ベースで予測するかどうかについては、改めて検討させて頂きたい。

委　員　　単に水量区分別の使用件数、使用水量、それに伴う料金収入の増減のみに着目して料金体系の見直しを図るのではなく、維持管理費や資本費の削減についても十分に精査を行った上で料金改定を行ってもらいたい。

事務局　　ご指摘の点は十分理解しているつもりである。今後も可能な限り維持管理費等の削減に努めていく。ただし、ご理解を頂きたい点として、資本費は過去から比較するとかなり抑制されてきているのは事実である。また、維持管理費については、従来から処理場における汚泥処理設備の運転にかかる経費(電気代)がその大部分を占めており、仮に職員等を若干名削減したところで、それに伴う維持管理費の削減寄与はかなり小さいものであるという事も理解して頂きたい。

会　長　　次回は，今日示された基本方針に従って原案を出してもらいたい。また実収入ベースでの予測については宿題とする。

事務局　　次回，条件を含めて素案を出したい。
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